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越境地域政策研究フォーラム 

シンポジウム「地方創生に向けた地域情報の活用とは」 

 

秋山 祐樹氏（東京大学空間情報科学研究センター） 

青木 和人氏（あおき GIS・オープンデータ研究所） 

鈴木晃志郎氏（富山大学） 

蒋 湧氏（愛知大学） 

コーディネーター：駒木伸比古氏（愛知大学） 

 

日 時：2018 年 2 月 10 日（土）10：30～12：50 

場 所：愛知大学豊橋校舎 記念会館 3F 

 

 

○司会：お待たせをいたしました。それでは、ただい

まよりシンポジウム「地方創生に向けた地域情報の活

用とは」に移りたいと思います。まずはパネリストの

皆さまをご紹介いたします。皆さまから向かって左か

ら、東京大学空間情報科学研究センター助教の秋山祐

樹さま、続きまして、あおき GIS・オープンデータ研

究所代表の青木和人さま、富山大学人文学部准教授の

鈴木晃志郎さま、愛知大学地域政策学部の蒋湧教授で

す。コーディネーターは、愛知大学地域政策学部の駒

木伸比古准教授です。それでは、ここから司会を駒木

先生にお渡ししたいと思います。駒木先生、よろしく

お願いいたします。 

○駒木：駒木です。よろしくお願いします。あらため

まして、シンポジウムを始めたいと思います。先ほど、

柴崎先生から非常に示唆に富むご発表をいただきまし

た。それに基づきまして、第 2部のテーマが「地方創

生に向けた地域情報の活用とは」となっております。

さまざまなかたちで活躍されている皆さんをお招きし

まして、今後の三遠南信などの地域情報の活用につい

て考えていきたいと思います。 

 メンバーにつきましては先ほど岩崎先生からご紹介

があったとおりです。タイムスケジュールとしては、

まず第 1巡目に、10分弱ぐらいでそれぞれのテーマに

応じて秋山先生、青木先生、鈴木先生、蒋先生の順番

でご発表いただきます。そのあと、2 巡目はそれぞれ

の発表を聞いてパネリスト間でのコメントをいただき

ます。さらに、3 巡目にはコメントに対するコメント

をいただくというかたちで、時間まで繰り返していき

ます。最後は柴崎先生からまとめのお言葉をいただき

たいと思っております。 

 それでは、さっそく第 1発表の秋山先生からお願い

したいと思います。 

 

〇秋山：どうもおはようございます。秋山です。よろ

しくお願いします。地域情報を活用した取り組みをい

ろいろやっておりますので、その話をここで紹介でき

たらと思います。具体的には、鹿児島県鹿児島市と群

馬県前橋市での取り組みを紹介します。 

 もともとは建築をやっていたのですが、途中から空

間情報に興味が移りまして、先ほどご講演いただいた

柴崎先生のところで博士号を取りました。そして、東

京大学空間情報科学研究センターで空間情報科学を専

門に研究をしております。 

 最近はいろいろな空間情報を使えるようになってき

ています。スライド 1のような非常にミクロな建物、

企業という単位のデータから、先ほど柴崎先生のお話

にもありましたが、人の動きに関するデータなどいろい

ろと使えるようになってきています。そのような状況

のなかで、国としても地理空間情報の活用を進めてい

　テーマは「地域情報」です。その情報を利用すること

で、行政・大学・民間企業・市民等々が、越境地域にお

いて地理情報や地理空間情報をどのように活用していく

のかということを検討していきたいと思います。先生方

はこれらの活用、使い方などを検討していらっしゃいま

すので、それぞれの専門を活かして、地方創生に向けて

その点について議論していきたいと思います。 
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きましょうという流れが出てきています。 

 国としては空き家の分布をしっかりと把握する必 

 そこで、鹿児島市では住民基本台帳や水道閉栓情報、

建物の登記情報などをうまく活用して、なおかつ民間

のデータも入れ込むことをして、空き家の分布を推定

するモデルをつくりました。詳しい資料については時

間がありませんので紹介しませんが、論文があります

のでまたご覧ください。 

 どのようなことをしたのかと言いますと、自治体の

持っている公共データと民間の住宅地図、それから、

このようなデータを使って空き家になるかどうかのモ

スライド１ さまざまな地理空間情報の登場

スライド２ 地域情報を活用した研究の展開

スライド３ 空き家分布推定①

スライド４ 空き家分布推定②

 私の研究としましては、非常にミクロな空間デー

タ、人の動きのデータ、さらに自治体の持つ様々な

公共データも使い、それらを組み合わせることで地

域課題を解決していけないだろうかということを研

究として実施しています。いろいろなデータの分析

などをやっているわけですが、実際に自治体ともや

っていこうということで、今日は前橋市の話と鹿児

島市の話を紹介していきますが、ほかにもいろいろ

な自治体と取り組みを進めています。 

 具体的な話としまして、最初に鹿児島市の話を紹

介します。一時期、国土交通省の国土交通政策研究

所にいたことがありまして、そこで取り組んだ内容

です。細かくはお話ししませんが、最近は全国的に

空き家が増えているということについての話です。 

要があるだろうということで、空き家の分布を把握

してデジタル化することが自治体の努力義務となり

ました。自治体としては調査をしていく必要があるの

ですが、調査もなかなか難しく大変だということで、

自治体の持つデータを使って、効率的・迅速かつ

安価に空き家の分布把握をしようではないかという

方法が、現在、求められています。 
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デルをつくるために、鹿児島市の一部地域を対象に現

地調査をしました。そしてそれらのデータを結合して、

どのような条件になるとその建物は空き家なのかとい

うモデルをつくります。例えば、住民基本台帳で高齢

者が一人しか住んでいないとか、水道が止まっている

など、あるいは建物が非常に老朽化しているといった

情報を組み合わせて、空き家率が何十パーセントでは

ないかといったモデルを組むことにより、空き家の分

布を出していくことができます。結果はスライド 4に

示すような感じです。鹿児島市の中心市街地でどこに

空き家が何棟あるか、何パーセントかというようなこ

とが出てきます。このようなかたちで地域メッシュの

集計もできます。 

 実際に鹿児島市の空き家対策をしている課の方に見

ていただくと、「だいたい実感と合っています」という

ことも言われました。『住宅新報』などにも採り上げら

れてもらったりしました。 

 鹿児島市で実施してわかったことですが、実際に公

共データを使っていくことは、個人情報保護的な観点

からなかなか難しいということです。とはいえ、これ

らのデータは非常に信頼性の高いデータですから、自

治体にとっての目的と有用性をうまく説明して、自治

体にとってもメリットがあれば、このデータを上手に

一本化することで使える可能性は高いのではないかと

いうことがわかりました。 

 さらに、自治体のデータをうまく使っていくことが

できないかという、もう一つの例です。群馬県前橋市

で実施している「超スマート自治体」についてお話し

したいと思います。 

 群馬県前橋市へ行ったことがある方はここにはあま

りいないかと思いますが、スライド 5が中心市街地の

歩行者通行量です。ここ 15 年ぐらいで急速に減ってい

スライド５ 前橋市の現状 

スライド６ 「超スマート自治体」実現に向けた取り組み

スライド７ 観光客の動向分析

スライド８ 地域情報の共有・可視化
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るという状況があります。地図の上に駐車場の位置を

マッピングしていくと、駐車場だらけでスカスカにな

っていることがわかります。そのような状況ではあり

ますが、一方でたくさんの魅力的な観光資源がありま

す。教育施設や医療施設なども充実しています。前橋

市としてはそれらをうまく活かしてきたいということ

で、「めぶく。」というコンセプトを掲げ、前橋市をも

っと元気な町にしていくことを実施しようとしていま

す。 

 それと合致したことが今回は大きいわけです。この

「めぶく。」を実施するために、地域の意識改革を進め

ること、社会的な合意形成をするためにビッグデータ

を使えないかということです。自治体が持っているデ

ータもそうですし、民間のデータもそうですが、ビッ

グデータを活用して地域をスマートにしていく自治体

のことを、われわれは「超スマート自治体」と呼んで

います。そのような活動を実現するため、研究協議会

を発足させ、昨年（平成 29 年）11 月に研究協定を結

びました。 

 

 この活動を進めていくうえでわかってきたことがあ

ります。それは、地域情報をうまく共有してみんなで

しっかりと進めていくなかで重要なのは、データの可

視化だということです。例えば、前橋市の空き家の分

布を推定したデータ表だけでは非常にわかりにくいわ

けです。ところが、地図化するだけで地元の人にとっ

ては非常に実感が湧いて、いろいろとイメージするこ

とができ、考えが膨らみやすくなることがわかりまし

た。今はそのためのダッシュボードづくりをしていま

す。データを読む手間を省くとか、合意形成を迅速化

するために、可視化することが非常に重要であること

がわかってきました。 

 最後に、導入の容易さも意識しながらやっていく必

要があります。今回は前橋市ですが、これはあくまで

プロトタイプです。われわれとしてはこれを全国に広

げていきたいと考えております。全体的な概念ですが、

将来的には横展開して事業化していくことも考えたい

と思っています。 

 データはあくまでも現場に行くための根拠であって、

そのデータをもって「こういう状況だから現場でアク

ションを起こしましょう」という根拠として使ってい

ただければいいのではないかと考えています。ですか

ら、データはあくまでも万能な道具や処方箋ではなく、

データを使うことによって、コミュニケーションを活

発にして現場に出ていく機会を増やすことになってい

けばいいのではないかと思います。以上です。 

 

○駒木：秋山先生、ありがとうございました。続きま

して青木先生にお願いしたいと思います。準備ができ

ましたらよろしくお願いします。 

 

○青木：皆さん、よろしくお願いします。あおき GIS・
スライド９ まとめ 

　この協議会発足に向けては、昨年度から先行研究（プ

ロトタイピング）を進めていました。プロトタイピング

ということで、実際に民間の携帯電話事業者のデータを

使い、観光客の動向分析をしています。赤城山（群馬

県）の観光客の動向を分析して、実際に自治体の観光振

興課などに使ってもらうことを始めつつあります。

 そして、つくったものを現場の人に見てもらうこと

も重要です。衆議院議員会館や前橋市役所などで、い

ろいろな成果報告会を行いました。またデータを使っ

た研修会のようなことも計画しています。このような

ことをすることで現場の声を聞くことができますし、

さらに研究が進んでいくこともわかりました。 

 まとめになります。先ほど柴崎先生のお話にありま

したとおり世の中にはたくさんのデータがあふれて

いますが、このようなデータを使っていくことは非

常に重要です。先ほど地図化と言いましたが、これ

らのデータの多くは位置情報を持っていますので地図

の上に落とすと非常にイメージしやすくなります。

「イメージしやすい」と言いましたが、やはり分析

するだけでは不十分です。みんなが意識を共有しや

すいような環境や仕組みをつくっていくことが重要

です。データはあくまでも状況を分析するものであ

って、大事なことはこれだと思います。そのデータ

をきっかけにアクションを起こすことです。 
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冒頭にオープンデータの話をしますが、皆さん、オ

ープンデータのことを聞いたことがあるという方は、

どれぐらいいらっしゃいますか。ご存じの方が結構多

い感じでしょうか。最近では「官民データ活用推進基

本法」ができましたので、行政の方でもご存じの方が

増えてきていると思います。オープンデータというの

は、いわゆる電子データとして、インターネットを通

じて誰もがアクセスできて誰でも自由に使っていいも

のです。さらには、自由に二次利用したり再配布した

りすることができるデータのことです。「それっていっ

たい何だ？」という話です。 

 そのこともありまして、3 年くらい前からオープン

データブームのようなものが始まりました。日本政府

もいわゆるポータルサイトをつくり、内閣府の一部の

部署では積極的に進めようとおっしゃっていますが、

世の常で、やはり現場の人間ではなかなかそこまで頭

がいきません。国も地方自治体も特定の部署では積極

的ですが、現場の理解はまだまだこれからではないか

と思います。 

地域のことを書いてみませんか」ということをやって

います。「オープン・ストリート・マップ（Open Street 

Map）」も、同じようにインターネット上（サーバー）

にある一つの地図に世界中の人がアクセスしてつくっ

ていく、地図データプラットフォームです。さらに、

このデータはオープンデータになっていますので自由

に見ることや使うことができます。ここに載っている

地図を、自分でスクリーンショットを撮ってチラシに

添付しても構わないというものです。 

 このような活動をするときには、単に地図を描いた

りウィキペディアに書くだけでは面白くありませんの

で、最初に地域を歩く「まちあるき」をしています。

地域には郷土史家の方やボランティアガイドさんなど、

熟年の方々が熱意を持ってやっておられますので、そ

の方々に地域を説明してもらっています。 

 ウィキペディアを読んだことはあってもなかなか書

く機会がありませんので、「こういうふうに書いたらい

いんですよ」「オープンストリートマップはこういうふ

うに描いたらいいんですよ」などとレクチャーします。

オープンデータ研究所の青木と申します。でも、「い

ったい何をやっているやつやねん」とお思いだと思い

ます。もともとは公務員でした。昔、市役所に勤めて

いたのですが、そこで GISに携わって「これはすごく

面白い」ということで、「GIS で脱サラしようかな」と

思ってしてしまったという謎の人です。今日は「市民

参加型の地域情報オープンデータ作成活動」について

お話しさせてもらいたいと思います。 

　行政においては、福井県鯖江市のオープンデータが日

本で最初に「オープンデータ」という言い方をされたも

のだと言われています。私はこのニュースを聞いてデー

タを見たところ、鯖江市のトイレ情報がそのデータでし

た。どこに公衆トイレがあるのか、住所がどこになるの

か、子ども用の寝かせるスペースがあるのかどうかとい

う情報でした。しかし、これがそんなにうれしい情報な

のか、ホームページを見たらわかる情報だな、というの

が最初の印象でした。ここでのオープンデータの意義は

地理情報があることになります。この場合は座標値が付

いています。その座標値を自由に二次利用できますので、

インターネット上に公開してあるデータを自動的に見に

行かせるアプリケーションをつくりますと、こちらでデ

ータを揃えなくても、鯖江市が揃えてくれているオープ

ンデータを使って自動的に最新のデータを得ることがで

きます。例えば、新しいトイレができると鯖江市がデー

タを更新します。そうすると、アプリ側は何もしなくて

も自動的に新しいデータに更新されるようになっていま

す。それが目新しかったということです。 

 平成30年1月29日現在、日本の地方自治体でオープン

データに取り組んでいるのは、都道府県では89.3％、

市町村では13.9％という状態です。もともと私は公務員

でしたからわかるのですが、「オープンデータを出せ」

という感じで言われても、行政の公衆トイレの管理部

署では普通鯖江市のような位置情報を付けた情報を持

っていません。このようなデータを公開するために、

市役所の人がわざわざ位置情報を付けて更新している

という感じがありますので、その頃は既に脱サラして

いましたが、「データをつくってくれ」と言われたら大

変ではないのかという気持ちが何となくありました。 

　そこで私は、行政にはたくさんのデータがありま

すが、「別に自分たちだってオープンデータをつ

くったらいいんじゃないですか」ということで活

動をしています。何をやっているのかと言います

と、市民活動として、市民が自分たちの地域、町

を歩いて、町で知ったことを地図に描きましょう

ということです。さらには、皆さんよくご存じだと

思いますが、ウィキペディア（Wikipedia）に書きま

しょうという活動をしています。ウィキペディアは

何といっても知名度が高いですから、知らない人に

理解してもらうため、「皆さんが知っているウィキ

ペディアにあなたも書いてみませんか。それも自分の
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そして、みんなで地域のウィキペディアページや地図

をつくるということをしています。 

 オープンストリートマップはあまり知られていませ

んが、実は、皆さんも意外とご覧になっています。フ

ェイスブックで、どこかの場所が出てきたときに地図

を見たことはありませんか。そこに出てくる地図がオ

ープンストリートマップの地図なのです。なぜこの地

図を使っているのかと言いますと、当たり前ですが、

おそらく昔はグーグルの地図だったと思います。この

ように企業が商売のプラットフォーム上に自分たちの

地図を使う場合には「お金を払ってください」という

わけです。しかし、オープンストリートマップはある

意味、自由なのです。フェイスブックがお金がないわ

けではないと思いますし、それだけの理由ではないと

思いますが、オープンという意義も含めて、今は「OSM

（Open Street Map）」が使われています。 

秋山先生などもやっておられると思いますが、「地域

経済分析システム：RESAS（リーサス）」は、内閣府が

つくっている日本の細かな統計データを地理情報とし

て表現できるようなプラットフォームです。これもや

はりオープンストリートマップを使っています。 

しかし、このような地図であれば、災害が起こったと

きに「すわ、一大事」ということで、インターネット

を通じて新しい災害状況の地図のようなものをみんな

で一気につくることができるわけです。いわゆる即時

性が高い地図をつくることができます。それを「クラ

イシスマッピング（crisis mapping）」といいます。日

本で災害が起きた場合、国土地理院や民間企業などみ

んなが駆けつけて地図データをつくってくれます。し

かし、海外ではそこまでできませんので、特にクライ

スライド 10 自治体のオープンデータ取組状況

スライド11 市民参加型オープンデータ「OpenStreetMap」

スライド 12 伊豆大島クライシスマッピング

スライド 13 オープンデータの作成活動

　私たちの概念では、今まで地図というものは国がつくる

ものでした。国土地理院がつくるものということが決まっ

ていました。自分たちでつくるという概念は全くなかった

と思います。しかし、今はインターネットを通じて誰も

が一つの地図に書き込み、誰もが見ることができます。

最近では、国土地理院も頑張ってデータもデジタル化し

たり、インターネットで地図配信したりしていますが、

地図の更新は間違いなく1年に1回ぐらいしかできません。
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シスマッピングについては海外で有効だといわれてい

ます。 

 ほかには、車椅子専用マッピングのようなものもで

きます。国土地理院の地図では地図の上に何を載せる

かということが決まっています。それ以外のことを載

せることはできませんが、オープンストリートマップ

の場合は、マップ上に載せる項目を自分たちでコミッ

トして新たな項目をつくることができます。参加して

新たな地図をつくることもできますので、多様性があ

ると思います。 

 ウィキペディアも、有名な観光地は結構ページがつ

くられていますが、皆さんのお住まいの地域の神社が

ウィキペディアにあるかどうか、一度、見てください。

ほとんどつくられていません。ですから、田舎では「お

らが村の神社が載っていない、それをつくろう」とい

う話になりますと、皆さん盛り上がってつくってくだ

さいます。 

 私たちは「自分たちでオープンデータをつくろうよ、

データをつくろうよ」ということで活動を始めました。

地域を歩きながらやっているうちに、そもそも地域を

歩いていることが面白くなり、地域の人とつながるの

が面白くなりました。その地域をウィキペディアや文

献などで調べたらすごく面白い。さらにインターネッ

トで発信するととても誇りに思うわけです。先ほど、

柴崎先生からシビックプライドの醸成の話がありまし

たが、結果的に地域を好きになり、地域・まちづくり

のような活動になってしまっています。最初に思って

いたこととは違いますが、これはこれですごく楽しい

なと思って活動しています。 

この活動は、三河地域でも「ブラトヨハシ」、「ブラ

タハラ」などが行われていますので、皆さんもぜひご

参加いただければと思います。私からは以上です。ど

うもありがとうございました。 

 

○駒木：ありがとうございました。続きまして、鈴木

先生にお願いしたいと思います。どうぞよろしくお願

いします。 

 

○鈴木：鈴木でございます。よろしくお願いします。

今日は甚だ場違いなところにお招きいただきました。

普段は非常にローテクな人間です。皆さん、ほとんど

の方が携帯電話を持っておられると思いますが、実

は、私は 2カ月前まではいわゆる「ガラケー」といわ

れる位置情報が取得できない携帯電話を使っておりま

した。ガラケーでも全く困ったことはなく、メー

ルと電話だけできればいいと思っていたのですが、今

回、更新しようとしたところ、「このガラケーはもうサ

ービスが終わるので乗り換えてください」と言われて

しまいました。そこで仕方がなくスマートフォンを使

っているような次第で、いまだに使い方がよくわかり

ません。今日も、ここに来るのに地図を使えばよかっ

たのですが、やり方がよくわからなくて使えませんで

した。そういう人間がなぜかこの場にお招きいただき

 先ほど、青木先生が「参加型 GIS」についてお話し

されました。ちょうど昨年、おそらく日本で初めて、も

しくは 2番目の本だと思いますが、市民が参加して新

しい地理情報をつくっていくという今の潮流に対応する

概説書が出ました。それが『参加型 GISの理論と応用：

みんなで作り・使う地理空間情報』（古今書院）という本

です。その本のなかの「地理空間情報の倫理に関する

 このようなことに興味を持った理由は、今日のコー

ディネーターである駒木先生が富山にきてくださった

とき、「食の砂漠：フードデザート（food deserts）」

の話を拝聴したからです。そのときに見せておられた

GIS のデータは、たまたまある家が危険地区 A と危険

地区Bの境界線ぐらいに位置している地図データでした。

まして偉そうに講釈を垂れることになり大変恐縮して

おります。私のような人間が招かれるというのは何か

理由があるのではないかと思いまして、今日は皆さま

のようなハイテクな方々とは少し違う視点から話題提

供をさせていただこうと思います。

ところを書いてください」と言われ担当しました。

先ほど言いましたように、ローテクな人間であるに

もかかわらず私に依頼があるということは、そのこ

とについてあまり議論している方がおられない、少

なくとも地理学関係の方のなかでは少ないというこ

とです。 

この家が「A」と「B」のどちらに載るのかを、誰が

どのように決定するかということについて、たまたま、

「B」の危険地帯とされたときに、そこに載せられて

しまった人はどのように思うのだろうかということ

から、地理情報をめぐる倫理の問題に興味を持った

次第です。今日は、まずPGIS（参加型 GIS）で倫理

的問題がどのように扱われているのか、おそらく議

論があまりないと思いますので簡単に少しご紹介さ

せていただきます。また、潜在的リスクにはどのよ

うなものがあるのか、今日の話題となるものがある

のかということもご紹介したいと思います。 
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先ほどから話に出ておりますが、コンピュータの技

術が非常に発達して、インターネット上でデータを公

開できるようになってきました。それを受けて、地図

をインターネット上で組み込む技術が発達していきま

す。その結果、皆さんもご存じのストリートビュー

（Google Street View）やグーグルマップ、グーグル

アースのようなサービスが提供され始めたのが 2000

年代後半です。 

 私は使っておりませんが、ツイッターやフェイスブ

ックなどに実装されました。このようなテクノロジー

ができ、それを使って人がマッピングをするようにな

ります。それまで地図をつくることに参加しなかった

ような人が、手軽に地理情報をアップするようになる

ということです。「どこでも」「誰でも」「いつでも」と

いう潮流にのっとってのものです。この考えを「ユビ

キタス・マッピング」という言い方をしております。 

 その結果、先ほどから話に出てきているようなセン

サーとしての市民が、行政の手が行き届かないような

情報を生み出し、どんどんとアップして共有しましょ

 

 これらは「市民参加の新しいかたち」ということで、

今、議論が進んでいます。先ほどから話に出ているプ

ラットフォーム（OSM）などを整備します。また、災害

時に行政の手が行き届かないような場合に、市民がそ

れをフォローするという試みもありました。先ほど

柴崎先生の話にも出てきました「Code for  Project」、

コードを組むことができる人がプログラムをつくり、

行政の手が届かないようなサービスを提供するという

潮流も出てきています。  

 一方で、テクノロジーが進歩してくることによって、

どのように「負」の側面が生じてきているのかという

議論があります。一番わかりやすいのがアメリカの例

です。インターネットで見て私は非常にびっくりしま

した。「ミーガン法」でしたでしょうか、性犯罪の前歴

がある人は足に GPSをつけておかないといけないので

すが、彼らがリアルタイムでどこに住んでいるのかと

いう位置情報が、顔写真付きでインターネット上に

出てきます。日本では更生の機会を奪うことになりま

すので駄目ですが、アメリカでは公開されています。

自分の家の近くにどのような性犯罪者がいるのかがわ

かります。性犯罪は再犯率が高いのでこのようなこと

 

 先ほど、日本でも同じようにログを使用するという

話がありましたが、実は顔を使っても同じことができ

ます。公共空間を使って、例えば駅にカメラを設置し

ておきます。そして、通った人が顔写真を公開され

ている指名手配犯かどうかを監視することも技術的

には可能です。皆さんご存じの「 N システム」もそう

です。「Nシステム」は、警察が運用しており自動

車のナンバーを読み取ることで、犯人がそこを通っ

ているか通っていないかということがわかるように

なっています。実は昨年末、警察が GPS捜査をやる

ことについて、最高裁で争われました。幸いといいま

すか、幸いではないのかもしれませんが、裁判の結果、

やっては駄目だということになりました。こうした測

位技術の進歩は、いろいろな意味で見えない鎖となっ

てプライバシーを奪うことになるのではないかという

議論が盛んです。 

 最近は、単に行政や大企業などが個人のプライバシ

ーを保存して監視しているというような議論以外にも、

市民同士で監視をしているのではないかという議論も

盛んになっています。先ほど、柴崎先生の議論のなか

に「Mobike（モバイク）」の話があったかと思います。

個人の位置情報を個人の履歴と いこ「、とすましけ付紐

つには貸さないぞ」ということができるということで

す。それは、ある意味で相互監視の仕組みにもなり得

るということです。 

こうした倫理の問題について、私自身はインターネ

ット愉快犯の問題に非常に関心を持っています。皆さ

んご記憶かと思いますが、イスラム国を模して「川崎

国」という集団をつくり、その仲間を抜けようとした

人をリンチして殺してしまった事件です。その主犯の

自宅がネット上で暴かれ、何でもない一中学生がスト

リートビューを使ってその位置を特定し、さらにその

家の前で取材をしました。スライド 16の写真は、その

中学生が後ろにいるテレビクルーからマイクを向けら

れているという図です。そのことで、彼は非常に有名

になりました。一種のユーチューバーみたいなもので、

ギャラがたくさん入ってきました。責任能力のない中

学生にまで、このようなことが技術的には可能になっ

てしまっているということ、これは今日的な問題では

うというのが今日の潮流です。あるいはボトムアッ

プ型 GISとも呼ばれます。今までは行政からのトッ

プダウンだったものをボトムアップして新しい情報

を共有しましょう、参加型 GIS（PGIS）、ボランタリ

ーな地理情報（VGI）も同様で、自発的にどんどん情

報をつくりましょうという潮流です。言い方は少し

ずつ違いますが、一つの流れのなかに今日の話が関

係してきます。

になるわけです。
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ないかと思います。 

 まとめです。今回のシンポジウムのために整理して

みます。データがオープン化されて、市民参加が進ん

でいくことは、当然それは無償、ボランティアでやっ

ていただくことになるわけです。そのデータを使って

何か問題が起きたときにその責任は誰にあるのかとい

う話になったとします。無料でつくってあげたのに責

任を取らなければいけないのか。その責任とデータの

正確性、クライシスマッピングの場合などは特にそう

ですが、人命にかかわる場合もあります。その責任の

問題をどうするのかということ、それについては議論

の余地があると思います。 

 もう一つは、オープン化していく、データをみんな

でつくって共有していくという主張が、少し性善説す

ぎないかということです。私自身はその点が気になっ

ています。数日前にオープンストリートマップのこと

を調べてみました。ウェブサイトで利用規約を確認し

ましたが、「この規約を犯したら、どう対処します」と

んどんどでなんみ「。んせまりあてい書も何はとこうい

やりましょう」ということしか書いてありませんでし

た。これを車で言い換えますと、「アクセルをどんどん

踏みましょう」と言っているのと同じことです。アク

セルを踏んだからにはどこかで止まらなければいけま

せんから、当然ブレーキをかけます。そのブレーキを

かける議論もやはり必要なのではないかというのが、

今、私が関心を持っているところです。ただ、法に触

れるわけではない部分、倫理的な部分の話になってき

ますので、それに対して責任を過度に増す方向にいき

ますと、市民参加の流れを委縮させてしまうことにな

ってしまいます。これをどう扱うべきかということに

興味を持っているところです。以上です。 

 

○駒木：ありがとうございました。それでは 1巡目の

最後に、蒋先生お願いいたします。 

 

○蒋：愛知大学の蒋です。この機会を利用して、愛知

大学の地域に根差した GIS研究と教育を紹介したい

と思います。愛知大学は地域の大学であり、GISの

スライド 14 正の側面：市民に開かれた GIS 

スライド 15 負の側面に関する議論① 

スライド 16 負の側面に関する議論② 

スライド 17 まとめ 
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コンセプトは「地域に根差した GIS 研究と教育」を

目標として目指しています。「研究」「教育」「地域

連携」の3本の柱があり、研究は出発点だと思い

ます。



73愛知大学三遠南信地域連携研究センター紀要 2017



74 愛知大学三遠南信地域連携研究センター紀要 2017

ます。この地図は、1960年代の商店街の模様を示して

います。これは、住宅地図と実際に住民からのヒアリ

ングによって豊橋市の商店街の過去の土地と建物利用を

地図上に再現したもので、昔の記憶を可視化するとい

う研究も精力的に進めています。 

 飯塚先生は、地域の歴史遺跡と文化遺産などを調査

し、調査結果から地域歴史文化の空間データベースを

構築しています。近世ではどのような歴史的な場所が

あるのか、例えば、豊橋市だと陸軍 15師団など、歴史

の文化、遺跡、昔の記録、古文書、古地図など、いろ

いろなデータを収集し、2016年からデータベース構築

の研究活動に取り込んでいます。 

 小川先生の研究です。先ほど戸田先生が少し紹介

しましたように、近年地方創生関係の交付金事業が全国

区各地に展開されています。これらの事業を、事業区

分ごとに、連携関係ごとに分類し、事業属性の類別と

事業団体の空間的立地との関連性を研究しています。

越境であっても隣接しているところも、越境であり飛

び地となっているところもあります。飛び地であって

も連携しているという遠隔の連携事業がどのように形

成されてきたのか、その連携プロセスの形成を探求し

ています。 

 こちらは村山先生の地域観光に関する GIS研究です。

広域観光プロモーションに関する情報を利用した観光

資源の分散と集積の空間分析です。資源がどのように

分布しているのか、プロモーション政策をどのように

つくるべきか、研究を進めています。 

 最後は鈴木研究員の研究です。この地域は自動車産

業が盛んです。自動車部品のサプライチェーンである

スズキのサプライヤー工場と従業員、工場の立地につ

いて、自動車産業における地域経済への影響について

の分析をしています。 

 以上、研究内容を紹介させていただきました。愛知

大学の GIS研究は、スタートから約 10年の歳月が経ち

ました。この間、いろいろな地域の関係者にご協力を

いただきました。この場を借りてお礼を申し上げたい

と思います。 

 

○駒木：発表ありがとうございました。1 巡目、各先

生方から非常に示唆に富んだ発表をいただきました。

私のほうで少しまとめますと、秋山先生からは、行政・

自治体が持っている公共データをいかに使いこなすか、

地域社会の課題に対してどのように活かすかというこ

と。青木先生の場合は、市民によって、どのように利

活用して地域社会に活かすのか。蒋先生からは、三遠

南信地域での実践事例をご発表いただきました。その

際に、このような地域データをどのように使うかとい

う倫理が必要となってきますので、一番土台の課題を

鈴木先生に問題提起をいただいたかたちになっており

ます。 

2 巡目は各パネリストの先生方の発表をお聞きいた

だいて、今度は意見交換といいますか、コメントをお

願いしたいと思います。では、発表順で秋山先生から、

短くて恐縮ですが、お一人 5分でお願いいたします。 

 

○秋山：まず、今、私がやろうとしているような調査

や、自治体などと連携できる余裕があるだろうという

ところで、いろいろな意味で非常に興味深かったとこ

ろはあります。ただ一方で、いろいろと発表を聞いて

いるなかで、課題もあるなということがわかってきま

した。 

青木先生のお話について、先ほどの鈴木先生の話と

関連してくると思いますが、参加型でデータをつくっ

ていくことで、迅速性という意味では非常に優れてい

ますし、クライシスマッピングのようなものにおいて

は非常にいいと思います。一方で、データの信頼性を

どのように担保できるかというところが気になります。

現状として、方針など何か議論があるのかどうか。前

橋市の話などでも、将来的にはオープンデータなども

含めて、住民の持っている情報や地域の情報を地域か

ら後でもらう、といったこともいいのかなと考えてい

ます。一方で、それを自治体の政策決定や計画に使お

うとすると、やはり自治体としては「本当にこのデー

タは大丈夫なのか」ということを気にされると思いま

す。 

 将来的にそのようなものを使っていくという話は必

ず出てくると思います。将来に向けてオープンデータ

の信頼性をどのようにしていくのかというところにつ

いて、もし何かあれば教えていただきたい。それに関

連して、先ほど 42都道府県でオープンデータをしてい

るということでしたが、逆に、そこまで進んでいるの

にまだやらない自治体や都道府県には、何か理由があ

るのかということもお聞きしたいと思います。 

 それから、データの信頼性と若干関わりがあるのか

もしれませんが、鈴木先生には、データをオープンに

していくことは重要だと思いますが、一方である種の

セキュリティ的なところではどうなのか。倫理的な意

味で、ということですがお聞きしたい。前橋市の話で

○駒木：発表ありがとうございました。1 巡目、各

先生方から非常に示唆に富んだ発表をいただきまし

た。私のほうで少しまとめますと、秋山先生からは、

行政・自治体が持っている公共データをいかに使い

こなすか、地域社会の課題に対してどのように活か

すかということ。青木先生の場合は、市民が地域情

報をどのように利活用して地域社会に活かすのかと

いうこと。蒋先生からは、三遠南信地域での実践事

例をご発表いただきました。その際に、このような

地域データをどのように使うかという倫理が必要と

なってきますので、一番土台の課題を鈴木先生に問

題提起をいただいたかたちになっております。

　2 巡目は各パネリストの先生方の発表をお聞きい

ただいて、今度は意見交換といいますか、コメント

をお願いしたいと思います。では、発表順で秋山先

生から、短くて恐縮ですが、お一人 5 分でお願いい

たします。

○秋山：まず、今、私がやろうとしているような調

査や、自治体などと連携できる余裕があるだろうと

いうところで、いろいろな意味で非常に興味深かっ

たところはあります。ただ一方で、いろいろと発表

を聞いているなかで、課題もあるなということがわ

かってきました。

　青木先生のお話について、先ほどの鈴木先生の話

と関連してくると思いますが、参加型でデータをつ

くっていくことで、迅速性という意味では非常に優

れていますし、クライシスマッピングのようなもの

においては非常にいいと思います。一方で、データ

の信頼性をどのように担保できるかというところが

気になります。現状として、方針など何か議論があ

るのかどうか。前橋市の話などでも、将来的にはオー

プンデータなども含めて、住民の持っている情報や

地域の情報を地域からもらう、といったこともいい

のかなと考えています。一方で、それを自治体の政

策決定や計画に使おうとすると、やはり自治体とし

ては「本当にこのデータは大丈夫なのか」というこ

とを気にされると思います。

　将来的にそのようなものを使っていくという話は

必ず出てくると思います。将来に向けてオープンデー

タの信頼性をどのようにしていくのかというところ

について、もし何かあれば教えていただきたい。そ

れに関連して、先ほど 42 都道府県でオープンデータ

をしているということでしたが、逆に、そこまで進

んでいるのにまだやらない自治体や都道府県には、

何か理由があるのかということもお聞きしたいと思

います。

　それから、データの信頼性と若干関わりがあるの

かもしれませんが、鈴木先生には、データをオープ

ンにしていくことは重要だと思いますが、一方であ
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る種のセキュリティ的なところではどうなのか。倫

理的な意味で、ということですがお聞きしたい。前

橋市の話でも、例えば自治体の持っている公共デー

タを活用していくと、当然、個人情報に触れるデー

タもあるわけです。そこで、どのようにデータを加

工するのか、秘匿化すれば使っても大丈夫なのか。

もちろん目的外利用についての議論はありますが、

そこまでの段階で今のようなところが問われるわけ

ですが、秘匿化する場合に、どのようなレベルまで

やれば大丈夫なのかといった話があれば教えていた

だきたいと思います。

　最後に蒋先生に対して、教育ということで三遠南

信地域でいろいろと実施されているということです

が、例えば、具体的に三遠南信地域の活動のなかで、

特にこんな分析の手法があるとか、可視化の手法が

あるとか、これは自治体ではどのようなものが望ま

れていたかとか、どのようなものが必要とされてい

るのかなど、もし何か具体的な例があれば教えてい

ただきたいと思います。

○駒木：ありがとうございます。青木先生からお願

いいたします。

○青木：秋山先生からオープンデータの信頼性とい

うことでご質問をいただきました。今、私たちがお

こなっている活動はウィキペディアを書くとか、オー

プンストリートマップを描くということですが、ウィ

キペディアについて聞かれたことがあるかもしれま

せんが、思い込みの激しい人が「俺はこう思う」と

いう感じで書くと、「いや、それは違う」というよう

な編集合戦のようになったりすることがあります。

情報の信頼性がウィキペディアではまだ十分に確保

されていませんので、学校の先生は「ウィキペディ

アを信用してはいけません」と教えているそうです。

私も自分の子どもから「お父さんはウィキペディア

やってるけど、信用できないと言うてはったで」と

言われたことがあります。そこで私達はウィキペディ

アを書く時には必ず出典を付けるようにしています。

「あなたの思い込みではなく、それなりの資料に書い

てあるということを書きましょう」ということです。

必ず出典を付けて書くことで、ウィキペディアの信

頼性を上げるようなことをしたいと思ってやってい

ます。

　ウィキペディアだけではなくオープンストリート

マップでも、領土に関する編集合戦がありました。

竹島は、日本だと日本でしか見られない地図になっ

ていて、お隣の国だとお隣の国でしか見られない地

図になっています。そのあたりをどのように担保を

していくのかということは、明確にできているわけ

ではありません。オープンストリートマップとウィ

キペディア以外でも、ご紹介されたような事例を市

民側がつくるとか、行政が公開しているオープンデー

タに市民が参加するという話になったときには、当

然ながらそういう話も出てこようかと思います。

　これは答えになるかどうかわかりませんが、いわ

ゆるオープンな感覚で市民参加のようなことを進め

ているなかでの理念のような話です。それで言いま

すと、先ほど鈴木先生のお話にもありましたが、あ

る意味、性善説を信じて活動しているところがあり

ます。悪意を持った人が仮に悪意ある書き込みをし

ても、見ているみんなが「それは違うから私が直す」

という感じで自然淘汰されるような理想郷を、少し

思い描いているところがあるという感じです。

　それから、オープンデータをまだやっていない市

町村はたくさんあります。先ほどの信頼性の話では

ありませんが、行政ではやり始めるとやめられない

ので、「絶対に間違っていないかきっちり確認しなさ

い」という話になります。私の感覚で言いますと、オー

プンデータを公開する際には、行政職員はきっちり

とチェックしてからデータ形式も整えて公開してい

て、おそらく裏では大変な努力があると思われます。

それが故にそこまで予算も人員も手が回らない、と

いうことが実際のところではないかと思っています。

　逆に、私から皆さんにお聞きしたいと思います。

秋山先生など、非常に細かなデータを使って地域分

析をして、それを地域のために活用しておられるこ

とは非常にいいことだと思います。それらは非常に

高度な分析でもありますし、ツールを使わないと

いけないこともあると思います。秋山先生も可視

化がとても大事で、そのためのダッシュボードをつ

くっているとおっしゃっていましたが、そこでは専

門的な知識がなくてもデータを使えるようにするこ

ともしておられるのではないかと思います。その意

味では、非常に高密度、多量の、いわゆるビッグ

データのようなものも地域の市民が使うことができ

ます。最近では、「シチズンサイエンス（Citizen 

Science）」のような公開されたデータを使って市民

が分析をして、何らかの結果を導き出すことができ

るのではないかとも言われています。地方創生のた
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めの越境地域における地理情報の活用という視点、

市民科学的な視点で、どのような考えをお持ちなの

かというところをお聞きできればと思います。よろ

しくお願いします。

○駒木：ありがとうございます。続きまして、鈴木

先生、お願いします。

○鈴木：では、私も先に質問に答えさせていただこ

うかと思います。秋山先生から、データの秘匿化の

レベルの質問をいただきました。私は専門家ではあ

りませんので答えが少し抽象的になってしまうかと

思います。先ほどの青木先生のお話は、どちらかと

いいますと個人レベルの市民参加の話でした。秋山

先生は、研究者、企業や行政などの方がデータを使っ

て何かをやるというレベルの話をされました。おそ

らくこれは違うレベルの話です。

　私が知っている限りで申しますと、NTT や JR の

Suica（スイカ）の情報を顧客向けに有償で販売する

ということが問題になりました。あのとき、当然な

がら、JR や NTT は匿名化することによって法に触れ

ないように事前に調査していました。それは行政も

同じことです。行政の場合も、それが法に触れるか

どうかということを事前によく調べて、法に触れな

いことを確認した上でデータを加工します。公的な

機関や企業は取扱うデータに対する、ある種のノウ

ハウを持っていますし、それは匿名化しなければデー

タを公開してはいけないという、一種の職業倫理に

なるわけです。そうした倫理観は秋山先生をはじめ、

研究者の皆さんも持っておられるでしょう。

　問題は、市民参加をする個人のレベルで、お金を

もらって仕事をしている人と同じレベルの職業倫理

を期待できるのかどうかということです。われわれ

は今のところ「GIS はこんなふうにすれば使えます

よ」という教育はしていますが、「こういうことをや

るとこんなペナルティがきますよ」という倫理教育

は比較的手薄です。むしろこの状況のほうが問題で

す。

　情報倫理の世界では、1990 年代ぐらいからその議

論をしています。いわゆる学校で教える倫理教育の

なかにはそのカリキュラムが入っているわけです。

地理の人間も、地理教育のなかにカリキュラムとし

て地理情報の倫理に関するプログラムを組み込んで

いくことが必要ではないかと思います。それで明ら

かな殺意を持っている殺人犯を止められるかといえ

ば決して止められませんが、少なくとも軽い気持ち

でやる、よく知らないでやる人の犯行は止めること

ができるのではないかと私自身は考えています。課

題をクリアするためには、法律のことも勉強しなけ

ればいけませんし、倫理のことも勉強しなければい

けませんからちょっと道は遠いなと思っていますが、

私自身はそういう研究をやっていきたいと思ってい

ます。

　質問のほうですが、まず秋山先生に対して、前橋

市の駐車場のデータについて、私の立場から議論の

余地があるとしたら、非常に限られた範囲のデータ

を扱うようになったとき、足で回ることができるよ

うなスケールの話です。蒋先生の発表のなかに駒木

先生のデータがありましたが、あのように足で回れ

る範囲の話になったときにはプライバシーの問題が

絡んでくると思います。マクロのレベルだと問題は

起きにくいのですが、このようなレベルになったと

きに、「ここまでだったら大丈夫、ここからはそうで

はない」という線引きをどのようにされているのか、

事前に教えていただければありがたいです。

　長崎市に「女の都（めのと）」という団地がありま

す。2016 年だったと思いますが、長崎市が団地の裏

側の斜面の管理を怠っていたために土砂崩れが起き

てしまい、そこが土砂崩れ警戒区域に指定されまし

た。すると、その団地に住んでいる人が「資産価値

がゼロになった。これをどうしてくれるのか」、「県

から指定された市の管理が悪いからだ」と言って裁

判を起こすということがありました。このような問

題が、少なくとも「正」の場合も起こり得ることに

なるわけです。オープンデータなどを使ってこれか

ら災害地域を指定しなければいけない。これは法的

にやっているわけです。行政の場合は「土砂災害防

止法」という法律で守っています。自分たちが、そ

の法に則ってやっているというエクスキューズを与

えることによって守るわけです。しかし、オープン

データ化が進んでいきますと、法的な守りがないと

ころで「この土地はこういう土地である」というレッ

テルを貼ることになりますので、そのときに倫理的

な問題をどのように考えてこられたのかということ

を教えていただければありがたいです。

　青木先生は、オープンストリートマップの話をさ

れていましたので、そのことについてお伺いしたい

と思います。ウィキペディアにはエディタがいて、
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エディタとそうでない人が分かれています。チェッ

クユーザー機能があり、それを何人かの限られた

人に与えることができます。そして、その人たちが

チェックをする役割を担っています。そういうこと

をやっていますが、それでも最近は「Wiki-PR」とい

う、ウィキペディアの情報を勝手に書き換えたりク

ライアントの会社の情報をクライアントにとって都

合のいいように書き換える会社が、異なる IP アドレ

スを持っている作業員を雇って異なるアドレスから

編集させて倫理的に問題になっています。これは完

全に防ぐことはできないので、ウィキペディアも非

常に困っているようです。

　オープンストリートマップのレベルで、もしかし

たら、中の人に言える話なのかもしれませんが、こ

のようなエディタとそうではない人を分けるとか、

チェックする人をどこかで入れるなど、そういう動

きはないのかどうかということです。もしご存じで

したら教えていただきたいと思います。

　最後になりますが、蒋先生のご発表のなかでまち

づくり教育の話がでてきました。私が知っている話

では、「9.11」のあとにジョージ・メイソン大学だっ

たと思いますが、そこがニューヨーク市立大学と組

んで、『September 11 Digital Archive（セプテン

バー・イレブン・デジタル・アーカイブ）』という、

オンラインで記録を再生するウェブページをつくり

ました。そこにいくとニューヨークの地図が出てい

て、そのなかにアイコンが落ちています。そのアイ

コンをクリックすると、ちょうど事件が起きていた

ときにそこに住んでいた人が、そこから自分たちが

どのように見えるのか、そこで何が起こったのかと

いうことをしゃべるというサイトです。土地の記憶

といいますと、私がイメージするのはそこが何の土

地であったかということではなく、その土地に住ん

でいた人がそこをどう思うかということです。

　昔、京都に住んでいたことがあります。近江屋跡

だったと思うのですが、河原町通りに面したところ

に柱が 1 本立っているだけで別に何も残っていない

場所があります。それを「ここで坂本龍馬がどうの

こうの」といってわざわざ見に行く人が結構いるわ

けです。やはり、人間は意味的価値、モノとしての

価値だけではなく、「ここに、こういうエピソードが

あったんだ、こんな素晴らしいものがあったのだ」

という物語に引きずられて動いていく生きものなの

です。そうしますと、土地の記憶に価値を持たせる

ときに、モノとしてはもう残っていないけれども、

記憶の中には残っていて、それが住んでいる人にとっ

てどのような価値を持っているのかといった、形の

ないものを形にするような記憶のアーカイビングの

仕方はないのでしょうか。何かアイデアがあったら

教えていただきたいということです。以上です。

○駒木：ありがとうございました。2 巡目の最後を

蒋先生にお願いします。

○蒋：私も皆さんと同じように、まず質問に答えます。

まず、秋山先生からの、三遠南信地域連携研究セン

ターのなかでどのような具体的な事例に取り組んで

いるのかということです。一番印象深いのは中山間

地域に見た光景です。10 年くらい東栄町を対象とし

た研究を行いました。人口は減少していますが、従

来の人口規模に作られたインフラを維持している現

実があります。人口の 8 割ぐらいは町の中心部に住

んでいて、残り約 10％の人は広範囲な集落に分散し

ています。花祭りのような伝統的なものは周辺集落

にあります。しかし、そこではものすごく高齢化が

進んでいます。今回は情報ネットワークを対象にし

ていましたが、実際に水道も道路も同じです。研究

した結果、情報ネットワークのコストの 8 割ぐらい

は周辺集落のためのコストです。周辺はほとんど 75

歳以上の高齢者で独居です。「限界集落」と言います

が、本当に限界が来ています。人口規模に合わせた

インフラ整備の在り方に関する検討は、急務だと思

います。

　今回の研究では自治体から住民基本台帳データを

提供してもらいました。このデータにも個人情報は

含まれていますので、住民には公開しない。町役所

のなかでの政策データとして使っています。そして

配線データ、独居老人のデータを全て抽出して、ネッ

トワークに接続しているか、接続していないか、周

囲 10 分の範囲に若い人は住んでいるのか、住んでい

ないか、そのような研究をやっています。災害が起

きたときに、情報ネットワークを利用して救援活動

しようということにも取り組んでいます。

　次は、秋山先生への質問です。地域データの管轄

機関は、構造的に縦割りになっています。横につな

ぐプラットフォームをつくることが非常に重要だと

思います。こうした情報をつなぐためのシステム構

築作業の「主役」は誰にすべき？この疑問をずっと
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抱えています。システム構築は難しくないと思いま

す。大学や行政、あるいは企業が一緒に参加すれば

いいわけです。しかし、つくった後をどうするか？

誰が運営するか？どのように事業の持続可能性を担

保するか？事業の主役が自治体であることを考え

る場合、いくつかの課題があります。情報プラット

フォームは、総合的、多目的なデータの蓄積が求め

られます。一つのミッションを遂行するためのシス

テムではありません。今の自治体では、防災システ

ムであれば予算をかけてつくることができます。多

目的、統合的なものは目標が定まらないので、予算

申請の段階に課題が浮上すると思います。もう一つ

はやはり人材です。自治体によっては人材が少ない

ところもありますから、どうするのかが課題だと思

います。

　青木先生への質問ですが、住民参加型とは参加す

ることに意味がありますので、どのような呼びかけ

で皆さんが参加するのでしょうか。「さあ、データを

つくりましょう」と言うと、皆さんが来るのでしょ

うか。そのきっかけづくりを教えて頂きたいです。

それができれば、実際にまちづくりの活動をしなが

ら、その過程のなかでデータをつくってしまうこと

は非常に意味があることだと思います。そのきっか

けは何なのかをぜひ教えていただきたいと思います。

　鈴木先生には、やはり倫理教育が必要ですが、法

整備は必要かどうか、日本はどこまで進んでいるの

かを教えていただきたいと思います。以上です。

○駒木：ありがとうございます。私からの答えと

して、簡単にざっくり言いますと、まちづくりに

はストーリーが大切だと思います。スクラップ・

アンド・ビルドの時代であれば、そういったこと

はなく、きれいにして新しく建てればいいと思い

ますが、そうではない時代においては「残す」「壊

す」「活かす」の三つをどれか選択しなければい

けないと教えられました。そのとき、土地が持つ

「土地への記憶」「土地の記憶」の両方があると思

いますが、そういったところに踏み込んでいきた

いと考えており、学生と一緒に活動しているとこ

ろです。

　3 巡目にいきたいと思いますが、かなり時間が

押しております。最後に、全ての質問に答えるの

は難しいと思いますが、非常に無理なお願いで申

し訳ありませんが、1 分程度でコメントをいただ

ければと思います。秋山先生からお願いします。

○秋山：いろいろと勉強させていただきましてあり

がとうございました。1 分程度ということですから、

どれを答えようかちょっと難しい状態ですが、おそ

らく、このなかで一番重要な、先ほど蒋先生からい

ただいた「プラットフォームの主役は？」というと

ころだと思います。どのようにして続けていくのか

というところだと思います。誰が運営するのか、ど

のようにして継続していくのかということが非常に

重要になってくると思います。ダッシュボードにし

ても同じ議論がされていまして、どうしようかなと

考えているところです。

　一つ考えているのは、例えば、人材をどうするか、

教育をどうするか、あるいはどのようにして、みん

なが使えるものにしていくかという部分に関しては、

今まではシステムを各自治体の各部署に導入して終

わりという感じが多かったのですが、そうではな

く、RESAS（リーサス）に近いような、共通のプラッ

トフォームみたいなものをつくって全国に広げてい

く必要があると思っています。同じシステムであれ

ば、同じような教育やセミナーをすることでみんな

が同じように学ぶことができますし、情報共有でき

ると考えています。その意味では、自治体ごとに何

か別のものをやるのではなく、みんなが使えるもの、

共通のものをつくるということをやっていきたいと

思っています。そのなかには市民の情報も入れるこ

とで、情報銀行みたいなものも融合させていくこと

ができればいいかなと考えています。

　もちろん、運用をどうしていくかということに関

しては、何かしら運営するための組織、法人化する

などを考える必要があるかと思います。また、いろ

いろな事例をつくっていくことで、予算の部分に関

しても「このプラットフォームは、これもこういう

こともやれますよ」というメニュー化をしておいて、

そのメニューに対して利用料を払ってもらうことを

考えるようにしていくのがいいのではないかとは考

えています。

○青木：できるだけ、全部に答えたいと思います。

OSM の監視は一応なされています。確か 1 年半ぐら

い前に、愉快犯がオープンストリートマップを一気

に間違ったものに書き換える事件が発生しました。

ついにオープンストリートマップもそういうことが

起こるぐらいに有名になった、と喜んでいてはいけ
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ないのですが、一部ではそういうこともありました。

オープンストリートマップのデータは常に 1 時間単

位でデータを全部残していて、ある時点に復元する

ことができますので、このときはそういうかたちで

対応しました。その後、それが広がることは今のと

ころ起きていないみたいです。何とか沈静化したの

ではないかと思いますが、根本的な問題としては変

わりません。仮にその相手を止めても、またほかの

メールアドレスでいくらでもつくることができます

から、イタチごっこになってしまいます。基本的に

は性善説で、私は楽しくオープンデータをやりたい

という感じでやっています。

　蒋先生から「どういう呼びかけで市民が参加して

くれるのか」という質問がありました。今日の朝も

ちょうどこの大学内でまち歩きをやっていましたよ

ね。高齢者の方々は地域のまち歩きが好きですから、

私は高齢者の方を巻き込むようにしています。やっ

ていることはそんなに難しくありませんので、教え

てあげればできたりします。今は何といっても人口

層の多い高齢者をまち歩きで引き込んで、自分たち

の町を知ってもらって、さらには、情報発信をして

もらうなかでもっと町のことを考えてもらうきっか

けにできるといいなと思います。

　最後に、先ほど「プラットフォームの主役は？」

という話がありました。ある意味、今日の立場とし

て思っていることでもありますが、プラットフォー

ムの主役は市民だと思っています。当然、プラット

フォームは大学がつくったり、もしかしたら行政が

つくるのかもしれませんが、それは結局税金でつくっ

たものです。市民がつくったものになるのですから、

そういうことをもっと前面に押し出してもらったら

どうかと思います。みんなのものなので、みんなで

大切に、しかもいいデータを貯めていくようなプラッ

トフォームにして、プラットフォームをわかりやす

く使えるダッシュボードで、みんなで地域のことを

考えましょうということでやっていくと、応じてく

れる人は結構いるのではないかと信じています。以

上です。

○鈴木：法的には、プライバシーというものは「個

人情報保護法」で守られています。ちょっと記憶が

曖昧ですが、確か 23 条の 2 項に「オプトアウト」と

いう規定があります。先ほど、情報倫理という話を

しましたが、もともと情報倫理でプライバシーと言

えば、自分の敷地に入ってこさせない権利、これは

1 世紀以上前に確立した権利ですが、その権利だけ

でした。そこに、第三者から「何かプライバシーの

情報を出していいですか」と聞かれたときにそれを

拒否できる権利、選択できる権利が加わってきまし

た。今ではその選択できる権利に、プライバシーを

侵害する側に対してあらかじめ説明する義務が加わ

りました。その三つが加わって、プライバシーとい

う概念が構成されているといわれています。それに

則って、「個人情報保護法」第 23 条が決まっている

わけです。

　例えば、グーグルストリートビューでは何でもない

家の住宅地などを映しています。人が写っていたり、

車のナンバーが写っていたりしますとぼかしてありま

す。もしぼかし損ねていて、その家の人がそれを見つ

けてグーグルに文句を言うと、グーグルはすぐに削除

しなければいけません。何かプライバシーを侵害され

たときにそれを拒否する権利と、もう一つは、柴崎先

生のお話にも出てきたように、何か新しいアプリなど

を入れるときに、あらかじめ「こういうふうに使いま

すよ」という情報を全部提供しておいて、その可否を

選択する権利をあらかじめ個人に与えることで、個人

情報を法的に保護したことになるわけです。今、日本

では、このようになっています。

○蒋：あまり時間がないので簡単ですが、愛知大学

のやっている三つの柱のなかで、GIS 教育、人材育

成は大学の大きい役割ですから、これからも精力的

に進めたいと思います。以上です。

○駒木：まだまだ先生方にお聞きしたいこと、あと

フロアにいる方もお聞きしたことがたくさんあると

は思いますが、時間となりました。申し訳ありませ

んが、シンポジウムを締めたいと思います。最後に、

柴崎先生にシンポジウムに対するコメントをいただ

ければと思います。どうぞよろしくお願いします。

○柴崎：いろいろなご議論をありがとうございます。

最後にまとめるというのはなかなか大変です。ただ、

これまでのいろいろな流れを見ていきますと、現在、

データはいろいろなところにあるわけですが、いろ

いろな制約があって出せないものもありますし、出

せるけれどもいろいろなリスクも考えられるから出

てこないものもあります。あるいは、そんな価値が
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あるとは知らなかったといって、役所のロッカーの

ディスクに入ったまま山積みになっているデータも

あったりするわけです。それがだんだん表に出て、

オープンデータという市民からの動きやデータ収集

によって使えるかたちになりつつあります。個別に

少しずつ芽が出ている状態だと思います。

　今後は、「より知ることが、より良いことである」

と言うのであれば、大学や自治体、あるいは今ある

個別企業が何かをすることには限界があります。か

といって、「地域のためにデータを出すことが義務で

ある」と言ったところでやはり出てきません。そう

しますと、一つは、データを出すことによるメリッ

トが何なのだろうかということを評価してまとめる

必要があります。つまり、データというのはまとめ

ればまとめるほど価値が出ますので、その価値をみ

んなでシェアすればいいわけです。そもそもデータ

が存在するのであれば、そのデータから価値を生ま

せるためのコストはそんなに大きくありません。で

すから、ベネフィットがコストを上回るのであれば、

それをかき集めて、個別データを価値にする何かし

らの事業体をつくればいいのではないかと思ってい

ます。

　それが成り立つところもあれば、成り立たないと

ころもあるかもしれません。ただ地域に関していえ

ば、「地域経済がぽしゃったら困るところがいっぱい

あるでしょう？お店もつぶれる。バスだって立ち行

かないし、タクシーだって駄目だし、みんな困るで

しょう？」というときに、もしデータを出すことに

よってそれに対するリスクを減らすことができるの

なら、何百億円を投資しようというわけではありま

せんから、その類いの話はあり得るのではないかと

思います。

　そのような話は何となく「ビジネスを考える人が

やることだよね」ではなくて、そもそもそういうこ

とをしたらどのような効果があるのか、どのような

使い方があるのかと研究すべきような領域なのだ

ろうなと思います。そう考えていきますと、オープ

ンデータで自由に使っていいよという、ある種、パ

ラダイス的世界観だけでは絶対にいかないことがわ

かってきます。どのように使うべきかという倫理の

話や、クオリフィケーション（Qualification）をし

た人だけが触ることのできるデータなども当然ある

わけです。その意味で、データの使い方がもっともっ

と成熟するだろうと思います。

　もう一つは、倫理の話で言いますと、「こういうふ

うに使ったら危ない」「こう使ったら迷惑だ」という

のもある一方で、「こういうデータは、地域のために

出さないといけない」という倫理もあると思います。

「これを見つけたら言わないといけない」というよう

な倫理です。例えば、どこかそのへんで釘が出てい

る場合、法律には書けないような義務ですが、「ここ

に釘が出ています」と管理者に言うとかありますよ

ね。それと同じような話がデータにも絶対にあると

思います。ただ、それだけでは事業体が回りません

し、いろいろなルールや社会的規範の整備は誰かに

任せてできる話ではないので、まずはやってみましょ

うと考えています。

　「ここは雨が降ったら絶対に水に浸かりますマッ

プ」を出していいかどうかと長い間議論されました。

「これを出したら不動産の価値がうんと下がるので大

問題だよね」と言っていたのですが、結局、国の予

算が少なくなってきて、堤防を全部つくって守るこ

となどできないとわかったので出さざるを得なかっ

たわけです。今度は、出さないことによってそこが

水に浸かって人が亡くなれば訴えられるということ

が出てきます。実際に情報公開したら何が起きたか

といいますと、別に土地の値段は下がるわけでもな

かった。それはみんながだいたい何となく把握して

いたし、役所の人がセンシティブに思うほど世の中

は気にしていなかったという悲しい部分かもしれま

せん。やってみてそれをいかに修正するかというルー

プをやらない限り、進歩はありません。何もかも知

るとすごく良いのかということのテストも含めて、

やってみる必要はあるのではないかなと思います。

以上です。

○駒木：柴崎先生、ありがとうございました。まだ

まだいろいろ聞きたいこともありますが、時間がま

いりましたので、これで午前の部、基調講演とシン

ポジウムを終わりたいと思います。皆さん、ご参加

ありがとうございます。そして、もう一度、基調講

演をいただいた柴崎先生とパネリストの先生方に拍

手をお願いいたします。ありがとうございました。

（以上）


